
徳島県ＬＰガス料金負担軽減支援費補助金（第４弾）交付要綱 

 

（補助金の交付） 

第１条 知事は、ＬＰガス料金高騰の影響を受けている消費者の負担軽減を図るため、一

般社団法人徳島県エルピーガス協会（以下「協会」という。）が行う助成事業に要する

経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付については、徳島県

補助金交付規則（昭和５８年徳島県規則第５３号。以下「規則」という。）に定めるも

ののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

（１）一般消費者等 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和

４２年法律第１４９号。以下「液化石油ガス法」という。）第２条第２項に規定す

る一般消費者等及びガス事業法（昭和２９年法律第５１号）第３条の登録を受けた

者からＬＰガスを燃料として供給を受け、その消費する態様が生活の用に供する場

合に類似している者であって県内に住所を有する者（国、地方公共団体により管理

等が行われている施設を除く。）をいう。 

（２）ＬＰガス販売事業者 液化石油ガス法第３条第１項の登録を受けた者及びガス事

業法第３条の登録を受けた者であって、一般消費者等にＬＰガスを販売する者をい

う。 

 

（経費及び補助率） 

第３条 第１条の経費及び補助率は、次の表に掲げるとおりとする。 

経     費 補  助  率 

１ 値引き原資の補助 

一般消費者等を対象に、上限１，１００円／月（消費税及び

地方消費税を含む。）により、令和７年８月分及び同年９月分の

２か月のＬＰガス料金の値引きを行うＬＰガス販売事業者の値

引き原資に対する補助 

１，０００円／月×２か月×一般消費者等数の範囲内 

（値引き額の１００／１１０） 

１０分の１０以内 

 



２ ＬＰガス販売事業者の事務費支援 

本事業を実施するＬＰガス販売事業者への支援 

販売所毎に、一律１５，０００円＋（１００円×２か月間の

延べ値引き件数）。ただし、販売所毎の上限は３０万円 

 

３ ＬＰガス販売事業者のシステム改修費補助 

本事業を行うために、値引き処理及び値引きの事実を一般消

費者等に対して明示する機能が備わっていないシステムの改修

費に対する補助。ただし、原則として、ＬＰガス販売事業者毎

の上限は３０万円（消費税及び地方消費税を除く。） 

 

４ 補助対象事業者の事務費 

人件費、印刷費、広告宣伝費、郵送料、会場費、旅費交通

費、通信費、振込手数料、消耗品費、その他当事業の実施に必

要な諸経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（補助金交付申請書等） 

第４条 規則第３条の補助金交付申請書は、様式第１号による。 

２ 規則第３条の知事が定める書類は、次に掲げるとおりとする。 

（１）事業実施計画書（別紙１） 

（２）収支予算書（別紙２） 

３ 規則第３条の知事が定める期日は、令和７年７月８日とする。 

４ 協会は、規則第３条の補助金交付申請書を提出するに当たって、補助対象経費に係る消

費税等相当額（補助対象経費に含まれる消費税等相当額のうち、消費税法（昭和６３年法

律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金

額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額の

合計額をいう。以下同じ。）がある場合は、これを補助対象経費から減額して申請しなけ

ればならない。ただし、申請時において補助対象経費に係る消費税等相当額が明らかでな

いものについては、この限りでない。 

 

（補助金の交付の条件） 

第５条 規則第５条第１項各号に掲げる事項及び次に掲げる事項は、補助金の交付の決定

の条件となる。 

（１）補助事業の完了により当該補助事業者に相当の収益が生ずると認められる場合に

おいては、当該補助金の交付の目的に反しない場合に限り、その交付した補助金の全

部又は一部に相当する金額を県に納付させることがある。 



（２）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産及び資材、機械等は、補助事業の

完了後も善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図ら

なければならない。 

 

（軽微な変更） 

第６条 規則第５条第１項第１号の知事の定める軽微な変更は、補助対象経費の区分ごと

に配分された額について、その２０パーセント以内の金額の変更をしようとする場合と

する。 

２ 規則第５条第１項第２号の知事の定める軽微な変更は、補助金額に変更のないもので

次に掲げるとおりとする。 

（１）補助金の交付の目的に変更をもたらすものでなく、かつ、補助事業者の自由な創意

により計画の変更を認めることが、より効率的であると考えられる場合 

（２）補助金の交付の目的及び補助事業の能率に関係のない事業計画の細部の変更であ

る場合 

３ 第１項に規定する軽微な変更に当たらない経費の配分の変更及び前項に規定する軽微

な変更に当たらない内容の変更（補助金額に変更のあるものを含む。）をしようとする場

合においては、あらかじめ次条第１項及び第２項に規定する手続きを行い、規則第５条第

１項第１号及び第２号の規定に基づく知事の承認を受けなければならない。 

 

（変更の承認の申請等） 

第７条 規則第５条第１項第１号から第３号までの規定による知事の承認を受けようとす

る者は、補助事業変更（中止・廃止）承認申請書（様式第２号）を知事に提出しなければ

ならない。 

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１）補助事業変更（中止・廃止）の内容及び理由書 

（２）変更事業計画書（別紙３） 

（３）変更収支予算書（別紙４） 

３ 規則第５条第１項第４号の規定による知事への報告をしようとする者は、その理由及

び補助事業の遂行の状況を記載した書類を知事に提出しなければならない。 

 

（状況報告） 

第８条 知事は、必要がある認めるときは、補助事業者に対し補助事業の遂行の状況につい

て、補助事業遂行状況報告書（様式第３号）の提出を求めるものとする。 

 

（実績報告書等） 

第９条 規則第１１条の実績報告書は、様式第４号とする。 



２ 規則第１１条の知事の定める書類は、次に掲げるとおりとする。 

 （１）事業実績報告書（別紙５） 

 （２）収支決算書（別紙６） 

 （３）その他知事が必要と認める書類 

３ 規則第１１条の規定による実績報告は、補助事業の完了の日若しくは廃止の承認を受

けた日から起算して３０日を経過した日又は令和８年１月３１日のいずれか早い期日ま

でにしなければならない。 

４ 第４条第４項ただし書により交付の申請を行った補助事業者は、実績報告の提出前に

補助対象経費に係る消費税等相当額が明らかになった場合には、これを補助対象経費か

ら減額するよう手続を行うものとする。 

５ 第４条第４項ただし書により交付の申請を行った補助事業者は、第１項の実績報告書

を提出した後において、消費税等の申告により補助対象経費に係る消費税等相当額が確

定した場合には、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（様式第５号）により、

速やかに知事に報告しなければならない。第１０条の規定に基づく補助金の額の確定が

行われた後についても、同様とする。 

６ 前項の場合において、知事は、補助金を返還させることが相当であると認めるときは、

補助事業者に対して、当該消費税等相当額の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

 

（補助金の額の確定） 

第１０条 知事は、前条の報告書の提出を受けた場合において、当該報告書等の書類を審査

し、必要に応じて現地調査等を行い、補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれ

に付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき額を確定し、補助金確定通知書（様

式第６号）により補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の請求） 

第１１条 前条の通知を受けた補助事業者は、補助金請求書（様式第７号）に当該通知に係

る通知書の写しを添えて知事に補助金の請求をしなければならない。 

   

（補助金の支払） 

第１２条 知事は、前条の補助金請求書等を受理した後に、補助金を支払うものとする。 

   

（補助金の概算払） 

第１３条 知事は、補助金の交付の目的を達成するため必要があると認めるときは、補助事

業者に対し、補助金の全部又は一部を概算払により交付することがある。 

２ 補助事業者は、前項の規定による補助金の概算払を受けようとするときは、補助金請求

書（様式第７号）に次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。 



 （１）補助金交付決定通知書の写し 

 （２）概算払請求理由書（様式第８号） 

 （３）その他知事が必要と認める書類 

 

（書類の保管等） 

第１４条 規則第１６条の帳簿及び証拠書類の保管の期間は、補助事業の完了の日又は廃

止の承認を受けた日の属する年度の翌年度から起算して５年間とする。 

 

（秘密の保持） 

第１５条 補助事業者は、補助事業の実施において知り得た一切の秘密を第三者に漏らし

てはならない。補助事業の完了後もまた同様とする。 

２ 補助事業者は、補助事業の一部を第三者（以下「履行補助者」という。）に行わせる場

合には、前項の規定を遵守させなければならない。補助事業者又は履行補助者の役員又は

従業員による漏えい行為も補助事業者による違反行為とみなす。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年７月１日から施行し、令和７年度分の補助金について適用する。 

 


